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海外安全衛生委員会（14拠点）
委員長：安全担当役員

総括安全衛生管理者海外拠点長

事務局
（環境安全企画部）

安全担当役員

全社安全衛生委員会（子会社等含む）
委員長：安全担当役員

推進責任者
（各事業所）

担当者（現地スタッフ）

サポート（日本人駐在者）

部門安全衛生委員会
（委員長：各事業所長）

海外拠点安全衛生委員会

安全衛生管理体制

FCCでは、「健康で災害のない明るい職場」を目指し、安全担当役員を委員長とし、国内

拠点は全社安全衛生委員会、海外拠点は海外安全衛生委員会を中心とした体制を定め、

法規制・諸制度を考慮し、労働災害防止、健康障害防止、健康維持増進及び衛生の活動に

取り組んでいます。

また、国内においては、各拠点毎に、総括安全衛生管理者を委員長とした安全衛生委員

会を定期的に開催し、活動状況の管理や各種調査、審議、意見交換を実施しています。

労働安全衛生マネジメントシステム（ISO45001）規格準拠により国内、海外の社内体制

を構築し、PDCAサイクルを運用することで、充実した安全衛生活動を実施しています。

内部安全衛生監査は、内部監査員が国内拠点、海外拠点とも三現主義で監査を行い、不

安全箇所、不安全行動の是正や具体的な提案をします。

労働安全衛生マネジメント

労働安全衛生マネジメントシステム（ISO45001）

規格準拠活動の一環で、年度の活動に対しマ

ネジメントレビューを実施しています。

また、2013年度からは国内拠点にて、年2回に

活動実績確認会を実施、社長と安全担当役員

が各事業所に赴き、活動状況の現場確認を

行っています。

マネジメントレビュー
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国際規格ISO14001：2015に基づき、当社の環境マネジ

メントシステムが、適切、妥当かつ有効であることを確

実にするため、年1回、経営層による環境マネジメント

レビューを実施しています。

また、2013年度からは、年2回に活動実績確認会を実施、

社長と環境担当役員が国内各拠点に赴き、活動状況の

現場確認を行っています。

マネジメントレビュー

国内では、全拠点で認証を取得しています。

1999年5月に認証取得した後も、新工場建設や環境の

変化に伴い、都度認証を取得しており、子会社等を含

む全拠点で更新維持しています。

2017年度より、国際規格ISO14001：2015の環境マネジ

メントシステムに移行し、2018年1月の外部移行審査

にて認証を取得しました。

海外拠点でも、各拠点においてISO14001の認証を取得

しています。

ISO14001認証

FCCは、ISO14001に基づき、外部認証機関による審査

及び、年1回の内部環境監査を実施しています。

2019年度は、法規制順守を含め対外的に重大な問題と

なる指摘はありませんでした。

環境監査と法令順守

FCCは、環境管理責任者を委員長とし、国内拠点は全社

環境保全委員会、海外拠点は海外環境保全委員会を中

心とした体制を定め、拠点が多い当社ならではの充実

した情報、活動の水平展開を行い、効果的な環境保全活

動に取り組んでいます。

また、各拠点毎に環境保全委員会を定期的に開催し、法

規制順守等の確認や活動状況の管理を実施しています。

環境マネジメント体制

■ 環境マネジメント ■ 取り組み目標と実績 ■ マテリアルフロー ■ さまざまな施策
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FCCでは、2008年度から国内にて本格的にCO₂排出量

削減活動を開始、その後、事業のグローバル化に合せて、

海外のデータ把握、省エネ支援などを実施し、データと

削減取り組みの着実な精度アップに努めています。

国内では、ISO50001準拠による充実したエネルギー管

理と省エネ活動を進めています。

海外拠点については、国内の専門スタッフが赴き、現地

スタッフと共に省エネ診断を実施し、省エネ施策の提

案、環境教育を行い従業員の環境への意識を高めるよ

う促し、グローバルで標準化を目指しています。

また、事例集配信などで、国内外の施策の共有化を図っ

ています。

地球温暖化対策の取り組み

省エネルギー活動

（英文）（和文）

FCCでは、温室効果ガス(GHG：Greenhouse Gases)排出

データについて、SGSジャパン株式会社による第三者

検証を受審し情報開示の信頼性向上に努めています。

検証範囲は、FCC国内8拠点、国内グループ会社2社及び

海外主要グループ会社6社(合計18サイト)における

2018年度のGHG排出量実績とし、Scope1，2(エネル

ギー起源のCO₂排出量)およびScope3(カテゴリ7：雇用

者の通勤)を対象としています。

温室効果ガス（GHG）排出量の第三者検証実施

FCCでは、これまで日本国内で培ってきた有効な省エ

ネ施策のノウハウを、FCCグループと共有して一層の

CO₂削減を目指します。

海外のグループ会社の従業員たちが、手に取り活用し

てもらえるよう、冊子化しました。

今後もCO₂削減のため、FCCグループ一丸となって情

報を共有し、CO₂排出量削減に向けた取り組みを進め

ていきます。

日本で培った省エネノウハウをALL FCCへ

■ 環境マネジメント ■ 取り組み目標と実績 ■ マテリアルフロー ■ さまざまな施策
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社会貢献活動

地域社会との共存共栄

交通安全啓発

次世代育成支援

環境保全（生物多様性）

地域社会との
共存共栄

環境保全
（生物多様性）

次世代
育成支援

交通安全
啓発

F.C.C. Report 2020 41会社概要 人権・労働慣行・安全衛生目次 環境 社会貢献

■ 社会貢献活動














